














大学院　
さらに深く、高度な研究へ

桃山学院大学

東京都庁

群馬県・茨城県（教員）

農業経営者（自営業）

ほか

弘前大学

愛媛大学

追手門学院大学

東洋大学

大東文化大学

大学院〈学内進学者〉への支援
東京農業大学では、創立125周年記念事業として、平成28年度より大学院奨学金制度を
改正し、大学院進学を希望する皆さんを応援しています。

第一種奨学生

第二種奨学生

第三種奨学生

学び後足らざるを知る

（学後知不足）

奨学生

◎大学院修了者の主な進路

JC総研
農林中金総合研究所

中央畜産会

JR東日本
東京農業大学

対象者：博士前期課程・修士課程および博士後期課程入学者

のうち該当者全員

減免額：授業料の1/2および整備拡充費の1/2相当額

対象者：東京農大学部卒業生全員

減免額：入学金相当額

対象者：博士前期課程および修士課程の私費外国人留学生で

東京農大学部に4年以上在学し、卒業した者、または海外協定校
を卒業した者（定員は各専攻の入学定員の半数）

減免額：入学金、授業料および整備拡充費の全額相当額

対象者：博士後期課程入学者のうち、東京農大学部に4年以上
在学して卒業し、かつ大学院博士前期課程・修士課程を修了した

者のうち該当者全員

減免額：入学金、授業料、整備拡充費の全額相当額

卒業後の進路は、就職だけではありません。

さらに深く、高度な研究をめざし、大学院に進学する道もあります。

食料環境経済学科の場合、大学院志望者の多くは

農学研究科農業経済学専攻に進んでいます。

また、学内からの進学者への奨学金が拡充され、

入学金や授業料が大幅に減額または免除されています。

高度な教育を通じて

優れた研究者・専門家を育成
食料の生産・流通・消費について、応用経済学の視点をもとに

総合的に分析。また、環境問題や農業が持つ

環境保全機能について、経済面や国際的視点からの

学際的な研究も進めています。個別指導を中心に、

情報処理、企画立案、実態調査の能力を養うなど、

高度な専門教育を通じて、優れた研究者、専門家の育成を

めざしています。進学者の中には、本学の教員となる者もいます。
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段階的に専門的な能力を高めていきます

食料環境経済学科
学士・修業年限4年

食料・環境経済に関す

る学問的基礎を築きま

す。研究室や農経会を

通し、大学院の院生と

連携した活動も実施し

ています。

博士前期課程
修士・標準修業年限2年

広い視野から学識を高

め、専攻分野における

研究能力を伸ばすととも

に、専門性を要する職

業に必要な能力を養い

ます。

博士後期課程
博士・標準修業年限3年

研究者として自立した

研究活動を行います。

同時に、高度で専門的

な業務に必要な研究

能力や豊かな学識を養

います。
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博士前期課程・修士課程には授業料と整備拡充費が半額となり、

1年目は国公立大学よりも学費の負担が少なくなります。
さらに本学の学部から博士前期課程・修士課程を経て

博士後期課程まで進めば「学びで後足らざるを知る奨学生」により、

入学金、授業料、整備拡充費の全額が免除となります。
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1962 （昭和37年）
 
1967 （昭和42年） 
1989 （平成元年） 
1991 （平成3年）
1998 （平成10年） 
2008 （平成20年） 
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農業経済研究室完成

農業経済学科設置認可、定員120名
昭和20年まで東京農業大学は渋谷区常盤松にあった
農業経済学科開講

農経会発足

『農経會々誌』（現：『農経會誌』）創刊号発行
大学院農学研究科農業経済学専攻修士課程設置認可

大学院農学研究科農業経済学専攻博士課程設置認可

農家実地研修（現在のフィールド研修）の制度化
研究室体制の確立

学科創設50周年記念式典の開催
東京農業大学創設100周年記念式典の開催
国際食料情報学部食料環境経済学科発足

食料環境経済学科の「山村再生プロジェクト」、文部科学省の
「質の高い大学教育推進プログラム（教育GP）」に採択
学科創設70周年記念事業・祝賀会開催
食料環境経済学科が2号館から13、18号館に移転
学科創設80周年記念事業・祝賀会開催
食料環境経済学科が農大サイエンスポートに移転

農経会
農経会は、会員相互の親睦と生活の充実を図ることを目的に、
本学科の学生・大学院生・教員で組織されています。イメージと
しては、高校の生徒会のような組織です。本会の主な活動は、初
代学長横井時敬博士の墓参会、環境美化活動、講演会、卒
業論文や研究室の研究発表会、学科交流会、各ゼミナールや
研究室間のスポーツ対抗試合、大学全体で実施する学内スポ
ーツ大会や収穫祭への参加と助成、本会の機関誌である『農
経會誌』(年1回)の発行などです。農経会の実際の運営は、学
生から選出された学生役員が中心となって行われています。ま
た、ゼミや研究室などから選出された代議員によって構成される
代議員会において、会の事業や会計が審議・承認されます。

食料環境経済学科統一本部
本学には、「学生相互の親睦と学生生活全般の充実を図り、あ
わせて大学発展の実を挙げる」という目的のもと、全学生・全職
員を会員とする全学組織として「農友会」があります。農友会は、
部活動や行事などの課外活動を組織するとともに、本学最大の
イベントである収穫祭やスポーツ大会等の行事を運営していま

す。そして、各学科を代表してこれら行事の企画・運営を担って
いるのが統一本部という組織です。この組織は本学の全ての学
科に設けられています。本学科の組織は、「食料環境経済学科
統一本部」です。本学科の全ての行事について、農経会と学科
統一本部とが協力して運営を行っています。

食料環境経済学科ならではの支援組織

食料環境経済学科の歩み

研究室・演習室等案内図 世田谷キャンパス 農大サイエンスポート 7階

学生に対する連絡は、掲示やEメール、ポータルサイトによって行っています。掲示を見落としたために不
都合が生じることのないように、登下校の際には、必ず掲示板を見る習慣をつけてください。ゼミや研究室

活動で、火災、病人の発生等の緊急事態を発見した時は、学部事務室へ連絡してください。事務室が

閉まっている時間帯には、近くの教員または自分の所属しているゼミ・研究室の教員に連絡してください。

教職員が学内の対応部署への連絡を支援します。

農大サイエンスポート 6階  国際食料情報学部事務室 TEL 03-5477-2918

国際バイオビジネス学科 醸造科学科

醸造科学科

西ウィング 東ウィング
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農大サイエンスポート 7階 西ウィング 詳細図

農大サイエンスポート 7階 全体図
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